
例示

前文

正常賃料

限定賃料

継続賃料

権利の併合

隣接不動産の併合

理由

事業継続

利用現況を所与

各論1章 手法

特殊価格 定義

理由

運用方法を所与

譲渡時

理由

早期売却

早期売却による減価

留意事項 法令

例示

投資採算価値

特定価格 定義

例示 投資採算価値

早期売却

事業継続

限定価格 定義

例示 権利の併合

隣接不動産の併合

分割

留意事項 資金調達能力

公開期間 定義

対象不動産によって異なる

想定

公開期間

動機

知識・情報

労力・費用

価値判断

資金調達能力

依頼目的

評価目的

定義

市場要件 合理的な市場

取引形態

留意点

第３節 価格又は賃料の種類

価格

賃料

前文

正常価格

鑑定評価

基本的

その他

留意事項 利用者の利益を害する恐れがある場合

取り扱い

土壌汚染

有害物質

埋蔵文化財等

範囲

利用者の利益を害する恐れがない

要件

条件設定が妥当でない場合

第２節 価格時点

根拠

定義

賃料の価格時点

区分

留意事項

利用者

未竣工建物等鑑定評価

条件設定の制限 原則

例外

依頼者との合意

担保権者による調査

保険による担保

財務諸表作成のため

利用者の利益を害する恐れがある場合

実現性

合法性

想定上の条件

調査範囲等条件

要件

継続賃料

過去時点

将来時点

要件

留意点

要件

売買上での約定

要件 共通

未竣工建物等鑑定評価の場合

前文

要件

必要性

現状所与の鑑定評価

独立鑑定評価

部分鑑定評価

併合又は分割鑑定評価

未竣工建物等鑑定評価

条件

利用者自らが行う

定義

地域要因について設定する場合

留意事項

必要性

留意事項

地域要因について認められる場合

留意事項

条件設定の意義

条件設定の手順

必要性

意義

対象確定条件 定義

第5章 基本的事項

前文

第１節 対象不動産の確定

留意点

定義

手順

困難な価格形成要因


